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アプリケーションシステム要求仕様分析手法
SYStem Requirements AnalYSis Method for Application SYStemS

業務システムヘの計算機導入のねらいは,事務の合理化から経営体質の改善へと

高度化しつつある｡この場合,ソフトウェアシステムの要求仕様分析以前に,業務

システム全体について,目的と課題を明確にし,組織の楠造をどのように改善すべ

きか,どの部分を計算機化すべきかという分析が重要になる｡

既に,日立製作所は目的と課題の明確化のための手法PPDS,またソフトウェア

システム要求仕様定義のための手法を開発しているが,今凶,これらの間をつなぐ

手法,すなわち業務システム要求仕様分析手法を新たに開発した｡組織構造の論理

的な分析に業務機能･情報関連モデルを,物理的な分析に業務処理フローモデルを

導入し,計算機システムの計画を体系的に,かつシステム設計とギャップなく実施

することを可能にした｡

口 緒 言

業務システムへの計算機導入のねらいは,事務の合理化か

ら経営体質の改善へと高度化しつつある｡これに伴い,計算

機にどのような機能を行なわせるべきかを決めるのが容易で

なくなっている｡また,計算機システムの開発で,開発の初

期の段階で埋め込まれたエラーほど,その修正に要するコス

トが大きくなること1)から,計画段階でのシステム要求仕様の

決定を,より質高く行なうことの重要性が認識されている｡

システム要求分析を,より効果的に行なわせることをねら

いとして,ニれまでに各種の手法2ト4),ツール5ト7)が提案され

ているが,手法では,考え方が先行し,現状のi舌動に十分適

合しなしゝ,また,ツールでは,システム要求分析の-一局面を

支援するにとどまっているなど,実適用に際し問題がある｡

日立製作所は,システム要求分析を体系的かつ効果的に行

なわせることをねらいとして手法の開発を進めており,既に

システム要求分析の最初の段階であるニーズ分析に対して,

実用的な手法PPDS(Planning Procedure to Develop

Systems)軌9)を開発している｡本手法は,問題発掘･整理この

ための手法であり,開発システムの目的,課題の明確化を効

果的に行なわせるものである｡目的,課題の明確化以降,開

発システムの仕様を決定するまでには,手法的にギャップが

ある｡すなわち,目的,課題に対して,組織の構造をどのよ

うに改善すべきか,その中でどこを計算機化すべきかという

分析を行なわせ,計算機を導入した二状態での業務システム全

体の仕様を決定する手法が必要とされる｡今回,日立製作所

はこの部分を効果的に行なわせる手法を開発した｡本開発に

より,PPDSを含めて,システム要求分析の一連の過程を体

系的に実施することが可能となり,ソフトウェアシステム設

計段階の手法(ソフトウェアシステム要求仕様定義手法10))と

ギャップなく接続することを可能にした｡

8 システム要求仕様分析の課題と提案手法11)の特徴

目的,課題の明確化の後,業務システムの仕様を決定する

に当たって次のような課題に対処することが必要である｡

(1)開発システムに利用部門のニーズが反映されるかどうか

は,この段階で決まる｡ニーズと開発(対象)システムとの関
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連が,明確に認識できることが必要である｡

(2)業務システムそのものの見直し,改善が要求され,関連

部署相互間で合意を得るのに手間どる(実行部署の決定,資

手原の配分など)｡

(3)業務は相互に複雑な関連をもっており,業務間で相互に

整合性(機能,情報に関して)を保証することが必要である｡

(4)新規業務システムの展開は,普通高度な能力を要求する｡

この分析作業をできるだけ容易化することが必要である｡

これらの課題に対処するために,提案手法では,業務シス

テムを記述するモデルとして2種頬のモデル,すなわち業務

機能･情報関連モデル,業務処理フローモデルを導入すると

ともに,先のPPDSのモデル(目的樹木)を含めて,モデル相

互を構造的に有機的にリンクする方式を採っている｡

業務機能･情報関連は,組織(業務システム)の論理的な構

造を,業務処理フローは,組織の物理的な構造を記述するモ

デルである｡この二つのモデルの導入により,業務システム

の分析を2段階に分けて実施させる｡前者の業務機能･情報

関連モデルによる分析では,物至里的な制約(実行部署,資源

など)を意識せずに,要求実現のために本来具備すべき機能,

情報の検討ができ,部署間の利苫,資源の制約を超えて基本

的に改善すべき点が明確にされる｡これが明確にされた後,

業務処理フローモデルにより,具体に実現する方法(部署,

資i原のi別当て)について検討を行なわせる｡これにより,上

記(2)の課題に対処している｡また,業務機能･情報関連図は

組織の機能と情報の関連だけを1放り扱ってし､ること,階層的

記述が可能であることから,業務問の解合性の分析を効率的

に行なうことができる｡これまでに提案されている業務シス

テムの分析法は,トソプダウンに行なうものが多いが,分析

者にかなりの能力を要求するなどの問題がある｡提案手法で

は,業務機能･情報関連モデルの展開をボトムアップ方式

で行なう方i去を提案しており,新規業務システムの立案の容

易化を図るとともに,下記により,ボトムアッ7d方式でも要

求が的確に反映される工夫を行なっている｡PPDSの目的樹

木と上記の∴つのモデルの間に,目的一機能関連マトリックス

をう導入し,要求と対象システムとの関連が明確に認識できる
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図l システム要求分析過不呈と基本モテリレ ニーズ分析の後.シス

テム仕様決定までの手ラ去的なギャップを埋めるものである｡システム要求分析

過程を三つのフェーズに分割L,各々に基本となるモデルを導入Lている｡.二

のモデルを基本に各フェーズの分析作業を実施することができる._｡
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方J〔を拭っている｡二れにより,利用部門の要求が対象シス

テムに的確に†丈映される｡

6 システム要求仕様分析のためのモデル

3.1 システム要求分析過程と基本モデル

システム要求分析の全過程を､図=二示すように三つのフ

ェーズに分1別する｡ニーズ分析フェ【ズでは,要望･問題点

を袖山し,システムの目的を明確にするとともに,それをも

とに解決すべき課題を摘出する｡システム機能分析フェーズ

では,課題実現のために対象システムに具備させるべき機能,

必要情報を明らかにする｡システム処理分析フェーズでは,

課程を具体的に(物理的に)実現させるために,機能に対して

資源を割り当てるとともに,情報に対してその媒体を明らか

にする｡このように,ニーズ分析以降をフェ【ズ的に,シス

テム機能分析,システム処理分析に区分し,組織構造の論理

的な分析と物理的な分析を明確に分絶している｡

ニの二つのフェーズに対Lて,各々の分析をより効果的に
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図2 システム要求分

析のための基本モデル

相互の関連 目的樹木,

業務機能･情報関連匡1及び

業務処理フロー図の各モデ

ルは,機能樹木,目的一考幾能

関連マトリックスを介して

構造的にリンクLている.)

二れにより,システム要求

分析の一連の過程を体系的

に実施できるとともに,ユ

ーザー要求を確実に反映す

ることができるい
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行なわせるために,業務機能･情事即桃生岡,業務処理フロー

図を基本モデルとしてや人する(図1)｡業務機能･帖辛別郡車

上宝=ま,機能相互の情報の授′安閑係をビジュアルにホLたダイ

ヤグラムである(図5参照)｡これを用いることにより,対象

システムに民情させるべき機能,怖報の地上11が促進されると

ともに,全機能が,抜け,重役,あいまいさなどがなくノ呪延

される｡これにより,組織構造の1論理的な分析が効果的に行

なえる｡業務処理フロー一回は,組織での実際のi古勅をビジュ

アルにホしたものである(図7参照)｡先の業務機能･帖幸良問

連[軋Lの個々の機能に資源(部署,計算機化の要否)を,情報

にその媒体を割り当てることにより展開され,業務で実行す

べき部分,i汁算機で実行すべき部分が明確にされる｡二れに

より,組織構造の物理的な分析が効米的に行なえるとともに,

計算機システムの仕様を得ることかできるn

このように,2種のモデルを偉人L分析過程を2f那皆にす

ることにより,組織の堪本構造の検討と物羊即勺実J馴1三の検討

(部署の割当て,資源の割当て)とが分離され,部署間の合意

の形成,長期的,大局的な見地から資†塘の効果的な投資を行

なうことができる｡

3.2 基本モデル相互の有機的関連

システム要求分析を効果的に行なわせるためには,__l二記底

本モデルが,システム要求分仰の----一連の析動の中で有機的に

結合していることが要求される｡また,放終的に得られるシ

ステム仕様は,ユ【ザ”ニーズを確実にJ如央したものである

ことが要求されるが,_r二記ノi〔本モデルの作成を過Lてこれが

保証されることが必要である｡

これらの基本モデルは,図2に′Jミすように和瓦に構造的に

関連しており,_l二記の要三拝を満妃したものとなっている｡

PPDSの基本モデルである目的一対イこと,卜記 二つの鵜本モデ

ル(業務機能･情報関連岡,業務処理フロートメ1)の閏に,機能

寸封木,目的一機能関連マトリックスを導入する｡機能樹木は,

対象業務システム(現行,新規)の機能を機能和布の包含関係

により階層的に表わLたものである｡機能一対木のあるレベル

の項目は,そのレ/ヾルについて展開された業務機能･十■1i幸即刻

追回の機能項[]と1対1に対J心している(図2)｡また,業務

処理フローL葵=ま,業務機能･情報関連凶の機能,情報に対L

て資～煉を剖り当てただけであり,機能,帽章臥二間Lては,業務

機能･情報開通図と向じ構造をも/ノている｡すなわち,機能

樹木の各項目は,業務機能･帖幸別称重囲,業う紡処押フロ【岡

の機能項臼に1対1に対応Lている｡これより,目的一機能関

連マトリックスによI),目的1対人と機能寸封木とを関連づける

ことによって,目的寸封木と業務機能･情報関連同,業二紡処理

フロー図が構造的にリンクされたものとなる｡目的一機能関連

マトリlソクスによる関連づけは,目的樹木の殻下位グ)項目に

ついて,その項目(要求)が機能一対木の最下位の項目(機能)の

どれに対するものかで行なう｡

_卜記のょうに,臼的寸対人と業二紡機能･情事削謁辿【礼
業務処

理フロー[瑚とが構造的にリンクされていることから,要求と

対象システムとの対I心が常に明確に肥指され,システム要求

什様分析で,漏れなどがなくなり,ユーザ【こMでを確実に

放映した形でシステム什様を得ることができる｡また,シス

テム機能分析フェーズでの業務機能･情報関連Ⅰ譲1と,システ

ム処理分析フェーズでの業務処理フロー図とは,機能,帖報

に関して同じ構造をもってし､ること,及び業務機能･情報関

連図の展開の段階で,機能,情報の･抜け,毛根などが排除さ

れていることから,システム要求仕様分析が効率よく,かつ

仕様が相互に整合性がとれた形で明確にされる｡

｢

準 備

i目的樹木の作成･
+_____

.【___.._+

目的一機能関連図

による要求の整理
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の作成

要求反映チェック

く3大規模システム

く○中規模･鵬システム

くコ祭器;雪雲三ステム,

⊂互三っ
図3 システム要:求仕様分析の手順 システム要求分析の一貫手順を

示Lたものである.,問題の規模,複雑さに応じて,とナのJ設階から実施するかが

異なる(-

田 システム要求仕様分析の基本手順

システム要求分析全体についてその湛本手順を図3に示す｡

Iillプい九 日的桝イくの作成(ニーズ分析)の部分については,既

に詳細を発表8),9)しているので,それを参照されたい｡以下,

システム要求仕様分析の部分について‾手順の端本となるとこ

ろを説明する｡

4,1 日的一寸幾能関連匡l

ト川勺一機能関連阿は,目的寸封木,機能一対木,

マトリックスから構成される｡本関連同は,

後,業務機能･情報関連岡の展開に先+tち,

目的一機能I張J連

日的イ封木作成の

要求を幣理する

のに,また,業務機能･情報関連凶及び業務処理フロー¶同作

戌手数 要求が対象システム仕様に確実に反映さJrLているかど

うかをチェ､ソクするのに利用される｡

目白別封木の作成が完了した時点で,まず,機能樹木のたた

き子iを作成する｡目的イ封木の最下位の項目の1勺客からと,現

状の業務の遂行内容から,機能項目をリストアッブする｡抽

rl-1された機能項目を階層的に繁王賀する｡二のf那皆では,対象

業務システムの全体について機能の大枠の分て別単付二を把推で

きればよく,詳細レベルまで珪引謁する必要はない(対象シス

テムの規枯さにより異なるが,大規模な場合でも第3レベルま

で艇閲すれば1-･分である)【〕二欠いで,この機能イ封木と既に作成

されている目的1対人とを用いて,目的一機能関連図を作成する｡

臼的一機能関連図の一一例を図4にホす｡目的寸封木の最下位の項

t+と機能樹木の最下位の項目との関係の有無を,目的一機能関

連マトリックス__卜にチェックすることにより得られる｡二の

作業を通Lて,サブ機能ごとに,解決すべき課題(要求)を孝器

押することができる｡何回のサブ機能｢設計関連ドキュメン

ト配布手配+に対する要求の一覧を表1に示す｡これらサブ

機能安J求一覧をもとに,サブ機能ごとに各々の要求を実現す
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図面要求表作成

時期の自動設定

図面部数の自動

把握 ロ
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図4 巨柑勺一機能関連図の一例 目的樹木と観能樹木とを目的一機能関連マトリックスにより関連づけたものである｡二れにより,サブ機能ごとに実現すべ

き課題が整理される｡問題が大規模,複雑な場合に,要求を抜けなく対象システムに反映させることができる｡

表l サブ機能への要求一覧の例 図4のサブ機能｢設計関連ドキュ

メント配布手配+に対する要求をまとめたものである｡目的一機能関連図をもと

に個々のサブ機能に対Lて作成する｡二れを参照Lて,次に業務機能･情報関

連図の展開が行なわれる｡

項 番 サ ブ 機 能 へ の 要 求

l 送十す予定日のフォローアップ

2 設計書操配布のデイリー化

3 図面配布のデイリーイヒ

4 変更連絡の一覧表示(イ憂先順位含む)

5 図面部数の自動把握

6 外製作関連図面は資材へ直接送付

7 図面要求表作成時期の自動設定

要修正

設計書頼

要修正図面

設
計
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類
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設 計 書 額,

図面のチェック

と 承 認

図面

適
用
製
品

送
付
予
定
日

るために具備させるべき具体機能を,次の業務機能･情報関

連図の展開を通して明らかにさせる｡

また,この目的一機能関連同は,業務機能･情報関連図作成

後,新たに艦開された機能1封木(図6参照)をもとに見直しを

行なう｡これにより,新規システムに具備させるべき機能の

必要十分竹三かチェックされる｡

4.2 業務機能･情報関連図

:業務機能･情報関連図は,機能間の情報の授′安閑係をビジ

ュアルに示すものである｡先のサブ機能｢設計関連ドキュメ

ント配布手配+についての業務機能･情報関連図を図5に示

す｡けいで岡んだところは機能を,矢印線は情報を示し,機

図面到着実績

計書類

送付要求表

送付要求表
の 作 成

送付先･部数 送付先管理
送付要求

図面催促
送付日程管理

送付依頼表

図 面 管 理

区分

図番

う蓋付依頼表

図面(コピー)

内
外
製
作

設 計 書 類,

図面のセット･

配 布

設計書類

図面

図5 業務機能･情報関連

図の一例 サブ機能｢設計

関連ドキュメント配布手配+に

対する業務機能･情幸艮関連図を

示Lている｡これを作成するこ

とにより,個々のサブ機能ごと

に,要求実現のために具備すべ

き機能,情報が明確にされる｡
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設 計 部品蔓茎量承認

設計書頼,

図面のチエツ

クと承認

変更連絡表の

作 成

送付要求表の

作 成

設計ドキュ

メント管理

と通達

部品表作成 送布先管王里

設計変更,

管理業務

設 計

関連ドキュメ

ント配布手配

送付日程管王聖

部品調達計画 図 面 管 理

生 産 手 配 外製作品手配

設計書類,

図面のセット･

配 布

図6 新規システムの機能樹木の例 業務機能･情報関連図作成後に

展開したものである｡区14の機能弓封木から,-レベル下位へ展開されており,

具備すべきj幾能が明確に規定されている｡
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能田Jのインタフェースを規定する｡

業務機能･情事馴鄭重図は,既に作成した機能樹木のサブ機

能(内容は具体的に規定されていない｡)の各々について,それ

に対する要求を参照して展開する｡図5の業務機能･情報関

連図は,表lの要求一覧を参照して,この要求を満足するよ

うに展開したものである｡業務機能･情報関連図の展開を通

Lて,要求を満足する形で,サブ機能を構成する具体機能要

素の抽出がなされるとともに,必要情報が明らかにされる｡

各サブ機能ごとに業二跨機能･情報関連図の作成が完了すると,

これらを統合し,対象システム全体についての業務機能･情

報関連図を作成する｡これにより,抜けている機能,情報が

トータルにチェックされ,全休として整合性のとれた形で,

対象システムが具備すべき具体機能が明確にされる｡二の全

体の業務機能･情報関連図を用い,機能の分割単位を見直し,

新規システムの機能寸封木の作成を行なう｡この結果の一部を

図6に示す｡先のヰ幾能樹木(図4)から,一レベル下位へ展開

されたものが得られ,i莫然としか規定されていなかったサブ

機能が明確に規定されてし､る｡上記のように,トノブダウン

でほなく,ボトムアップ的に展開する方式をとることにより,

比較的容易に新規システムの展開を行なうことができる｡

4.3 業務処理フロー図

業務処理フロー図は,組織の実際の活動をビジュアルにホ

すものである｡業務｢設計関連ドキュメント配布手配+の業務

処理フロー同を図7に示す｡縦軸は部署を,横軸はi舌動の流

れを表わしている｡機能に関しては,マニュアル,計算機化

の区別を,情報に関しては,入出力･伝送手段の区別を表示

している｡

業務処]哩フロー図は,先の業務機能･情報関連凶と,機能,

情報の関連に関して同じ構造をもっていることから,これを

もとに展開する｡まず,全体の業務機能･情報関連図から,

当該業務活動に関連する部分を抜き出す｡次に,抜き出された

業務機能･情報関連図の個々の機能に対する要求を,見直し

l図 面 図面催促

設計書頬 送付予定日

ギ､､
T T

組学童≡_∃慧敬語
l鮒先･部数I ll

】図 面

l送付要求 設計書類

ヂご l書辞l送付先叫(コ㌔蒜)l･･送付日程管理送付依頼表l内外製作管理l
剛作)

図面到着実績
率

設計書類一覧 部 品 表

｢｢

丁

図7 業務処‡里フロー図の例 業務｢設計関連ドキュメント配布手配+の業務処理フロー図を示Lている｡先の業務機能･情報関連図の機能,情報に,部

署,EDP化の安否,入出力･伝送媒体,蓄積の有無を割り当てることにより作成され,EDPシステムの仕様が明確にされる｡

63



578 日立評論 VO+.63 No.8(柑8ト8)

を行なった目的一機能関連固から得る｡この要求のうち,物理

的な要求に注目し,それを実現するように,機能に部署を割

り当てるとともに,計算機化の必要件の有無を検討する｡ま

た,情報に対しては,その人出力･伝送媒体,必要に応じて

蓄積媒体を指定する｡この検討結果に甚づいて,業務機能･

情報関連図の機能,情報の関連を保存した形で,業務処理フ

ロー図を上記のフォ】マットの形で作成する｡この作業を通

して,ユーザーの要求を確実に反映した,また,相互に要さ合

件のとれた業務処理フロー岡が得られる｡作成された業務処

理フロー図の計算機化〔EDP(Electronic DataProcessing)

化〕の部分に着目することにより,開発システムに対する仕様

〔EDPS(EDPSystem)仕様〕を得ることができる｡

同 システム要求分析における連用形態

システム要求分析(ニーズ分析からシステム仕様決定まで)

の一連の過程の中での提案手法の考え方,手順の体系につい

て説明した｡実際の問題に適用する場合には,問題の規模,

複雑さに応じて,その連用形態が異なってくる(図3参照)｡

PPDSを含めて,システム要求分析での連用形態を次の3f貨

階に分けることができる｡

5･l適用形態(その‖一目的樹木から一

目的樹木の作成からスタートL,それ以降の過程をすべて

実施するものである｡大規模,複雑なシステムの開発が,其

本的にこれに対応する｡対象が大規模で,多数の関係者が関

与し,開発のねらいが定まらない場合,また対象システムそ

のものが相互に複雑に関連する場合である｡また,中規模シ

ステムでも抜本的に現行業務を改善しようとし,開発課堪が

容易に定まらない場合にもこの形態をとる｡ニーの場合,開発

課題が明確化された後は,要求(課題)とサブ機能(数が少な

い｡)間の関連はそう複雑でないので,目的一機能関連図は作成

する必要はなく,直接サブ機能ごとに要求を整理する方法を

とるのがよい｡

5･2 適用形態(その2)一業務機能･情報関連固から一

中規模システムで,抜本的に現行業務を改善しようとする

場合で,なおかつ開発課題が明確にされている場合(関与者

間で理解されている場合)がこれに対応する｡二の場合は,

現行業務についてそのサブ機能ごとに要求を整理し,それを

もとに,業務機能･情報関連図を展開し,以降の過程を実施

すればよい｡

5･3 適用形態(その3)一業務処理フロー固からl

中規模システムで,現行の業務そのものに計算機を導入し

ようとする場合,及び一般に小規模システムの開発の場合が

これに相当する｡前者の場合,開発のねらいははっきりして

おり,また,現行の業務について機械化の要否を検討すれば

よく,組織の機能,情報の関連にまで立ち返って検討する必

要ない｡また後者の場合は,検討範囲は狭く,一人の人間で

ほぼ課題,対象システム全体が握みきれるので,業務処理フ

ロー図上で一度に検討するのが効果的である｡

団 結 言

システム要求分析について,ニーズ分析以降,システム化

様決定までの手法を開発した｡本間発は,業務機能･情報関

連図,業務処理フロー図を基本とするものである｡先に開発

したニーズ分析の手法PPDSと結合することにより,システ

ム要求分析の-一連の過程を体系的に実施することができる｡

これまで,ニーズ分析とシステム設計との間に,手法的にギ

ャップがあったが,本開発によりこのギャップを埋めること
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が可能となった｡

本手法は･これまでに椎々の問題への適用をみており,適

和を経験LたSE(System Engineer)から,

(1)手順が極めて簡潔な形に定形化されており,システム要

求分析を効率よく行なえること｡

(2)分析結果がビジュアル化されるので,システム要求分析

の諸活動の管理が容易であること｡

(3)利用部門,EDP開発托当省･管理者,経営トップなど相

互のコミュニケ【ションの質が向上されたこと｡

(4)設計段階に入ってからのシステム仕様の変更がかな･川k

ったこと｡

など椎々の意見を得ている｡また,大規模システムを対象に,

PPDSを含めて---･貰して適用した実績から,システム計画期

間が約÷～÷に短縮されるという結果を得ている｡

本研究は,ニーズ分析とシステム設計とのギャップを共体

に埋めるのをねらいとして,先行的に技術開発を進めている

もので,現在,システム要求分析の-一連の過稚を支托するツ

】ルの開発を行なっている｡手順,ツ【ルを含め,更に検討

を進め,将来,HImCE12)の中に組み込まれるよう展開を図

る巧▲えである｡

終わりに,適用顧客各位から,適用結果について貴重な御

意見,御感想をし､ただき,本研究をより実りの多いものにす

ることができた｡ここに,_L記関係各位に対して深謝の意を

表わす次第である｡
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